
令和５年度 第１回 

中央区協議会 （東地域分科会） 

次 第 

日時：令和６年１月 31日（水）午後 1時 30 分から 

会場：東行政センター 31・32 会議室 

１ 開会 

２ 区長挨拶 

３ 参与挨拶 

４ 委嘱書の交付 

５ 職員紹介 

６ 議事 

（１）区協議会に関する要綱について 

（２）会長及び副会長の選任について 

（３）代表会委員の選任について 

（４）地域課題について 



７ 連絡事項 

（１）行政センター等からの連絡 

（２）次回以降の開催予定 

２月の開催予定 

日時：令和６年２月 28 日（水）午後１時 30 分から 

会場：東行政センター ３階 31・32 会議室 

３月の開催予定 

日時：令和６年３月 26 日（火）午後１時 30 分から 

会場：東行政センター ３階 31・32 会議室 

８ 委員からの発信 

９ 閉会 



№ 氏 名 よみがな 性別 選出母体名等
（令和6年1月31日時点）

地区 期

1 磯部　茂明 いそべ　しげあき 男 浜松市東災害ボランティア連絡会 和田 1期目

2 岩井　正次 いわい　まさじ 男 浜松市東地域自治会連合会 積志 1期目

3 小栗　恭子 おぐり　きょうこ 女 とぴあ浜松農業協同組合 笠井 1期目

4 小野　敏彦 おの　としひこ 男 直接指名委員 積志 2期目

5 川合　喜實子 かわい　きみこ 女 浜松市人権擁護委員連絡協議会 笠井 1期目

6 栗田　孝代 くりた　たかよ 女 浜松市中央区東民生委員児童委員協議会 長上 1期目

7 齋藤　孝明 さいとう　こうめい 男 浜松市子ども会連合会 和田 1期目

8 齋藤　誠 さいとう　まこと 男 浜松市東地域自治会連合会 中ノ町 1期目

9 清水　猶 しみず　なお 男 浜松市中央区東民生委員児童委員協議会 笠井 2期目

10 菅沼　とも子 すがぬま　ともこ 女 ガールスカウト浜松市協議会 笠井 1期目

11 髙林　直子 たかばやし　なおこ 女 浜松市東区保護司会 笠井 1期目

12 田中　美代子 たなか　みよこ 女 ヘルスボランティア活動連絡会 和田 1期目

13 原　利夫 はら　としお 男 浜松市東地域自治会連合会 蒲 2期目

14 間瀬　弘明 ませ　ひろあき 男 浜松市スポーツ協会 蒲 1期目

15 馬塚　繁光 まづか　しげみつ 男 直接指名委員 積志 2期目

16 松本　久和 まつもと　ひさかず 男 浜松市東地域自治会連合会 笠井 2期目

17 宮下　まゆみ みやした　まゆみ 女 浜松市東区地区社協連絡会 蒲 2期目

18 森田　良信 もりた　よしのぶ 男 浜松市東地域自治会連合会 長上 1期目

19 山田　俊明 やまだ　としあき 男 公募委員 積志 2期目

20 米山　英二 よねやま　えいじ 男 浜松市東地域自治会連合会 和田 2期目

※50音順

中央区協議会（東地域分科会）　委員名簿

（任期：令和5年4月1日～令和8年3月31日）



氏名

中央区

こまつ やすひろ

小松 靖弘
のだ しほ

野田 志保
とよだ しゅういち

豊田 周一
ほんま ひでたろう

本間 秀太郎

中央区 東行政センター

おの てつじ

小野 哲司
ささがわ ひでゆき

笹川 秀幸

健康福祉部 中央福祉事業所

すずき まさたか

鈴木 誠隆
すずき かずのり

鈴木 和紀

健康福祉部 中央健康づくりセンター

やました ひろみ

山下 博美

土木部 中央土木整備事務所

さいとう たかひさ

齋藤 隆久

●事務局

氏名

中央区 東行政センター

やたか つぐのり

谷髙 嗣紀
おがい のりまさ

小粥 規正
まぶち ゆき

馬渕 有希
はら えりか

原 恵利香

2 参与

令和5年度 中央区協議会（東地域分科会） 出席職員名簿

令和6年1月1日

所属・役職

1 区長

5 所長

4 調整官

3 副区長

8 長寿支援課 専門監

9 専門監

6 副参事

7 社会福祉課 専門監

10 副所長

所属・役職

11 副所長

14 一般職員

12 グループ長

13 一般職員
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○浜松市区及び区協議会の設置等に関する条例 

平成１８年１２月１日 

浜松市条例第７８号 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 区及び区の事務所（第２条―第３条の２） 

第３章 区協議会（第４条―第１５条） 

第４章 代表会（第１６条―第２１条） 

第５章 地域分科会（第２２条―第２８条） 

第６章 地区コミュニティ協議会（第２９条） 

第７章 雑則（第３０条―第３２条） 

附則 

第１章 総則 

（令５条例５・章名追加） 

（趣旨） 

第１条 この条例は、区の設置並びに区の事務所の名称、位置、所管区域及び分掌する事

務に関し必要な事項を定めるとともに、地域住民の意見を行政運営に反映させ、地域に

おける市民協働を推進し、もって住民自治の推進を図るため設置する区協議会に関し必

要な事項を定める。 

（平２１条例４８・全改、平２８条例１６・一部改正） 

第２章 区及び区の事務所 

（令５条例５・章名追加） 

（区の設置） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の２０第１項の規定に基づき、

本市の区域を分けて、次の区を設ける。 

(1) 中央区 

(2) 浜名区 

(3) 天竜区 

２ 前項の区の区域は、別表第１のとおりとする。 

（令５条例５・一部改正） 

（区の事務所） 
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第３条 地方自治法第２５２条の２０第２項の規定による区の事務所（以下「区役所」と

いう。）の名称、位置及び所管区域は、別表第２のとおりとする。 

（区役所の分掌事務） 

第３条の２ 区役所が分掌する事務は、次のとおりとする。 

(1) まちづくりに関する事項 

(2) 前号に掲げるもののほか、区民に身近な行政サービスに関する事項 

（平２８条例１６・追加、令５条例５・一部改正） 

第３章 区協議会 

（令５条例５・章名追加） 

（区協議会の設置） 

第４条 地方自治法第２５２条の２０第７項の規定に基づく区地域協議会として、区ごと

に区協議会を置く。 

（平２１条例４８・平２８条例１６・一部改正） 

（区協議会の名称及び区協議会委員の定数） 

第５条 区協議会の名称及び区協議会の構成員（以下「区協議会委員」という。）の定数

は、別表第３のとおりとする。 

２ 区協議会委員の定数を変更しようとするときは、当該区協議会の意見を聴かなければ

ならない。 

（代表会及び地域分科会の設置） 

第５条の２ 中央区協議会及び浜名区協議会に、代表会及び地域分科会を置く。 

２ 代表会は、地域づくりに関する事項について審議するとともに、区協議会の運営に関

する事項について調整することを目的とし、この章に規定する区協議会の事務を所掌す

る。 

３ 代表会の決議は、これをもって当該代表会を設置した区協議会の決議とする。 

４ 地域分科会は、地域づくりに関する事項について審議することを目的とする。 

（令５条例５・追加） 

（区協議会委員の選任） 

第６条 中央区協議会及び浜名区協議会の区協議会委員は、規則で定めるところにより、

地域分科会ごとに、第２２条に規定する当該地域分科会に属する区協議会委員の定数の

範囲内で、当該地域分科会の所掌区域内に住所を有する者のうちから市長が選任する。 

２ 天竜区協議会の区協議会委員は、規則で定めるところにより、天竜区の区域内に住所
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を有する者のうちから市長が選任する。 

３ 市長は、区協議会委員の選任に当たっては、公平性、透明性、当該住民の多様な意見

の適切な反映及び地域の事情に配慮しなければならない。 

（令５条例５・一部改正） 

（区協議会委員の任期） 

第７条 区協議会委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の区協議会委員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

２ 区協議会委員は、１回に限り再任することができる。ただし、市長が特に必要がある

と認める場合は、この限りでない。 

（平２１条例４８・平３１条例２１・令５条例５・一部改正） 

（区協議会委員の失職） 

第７条の２ 中央区協議会及び浜名区協議会の区協議会委員は、第６条第１項の規定によ

る選任に係る地域分科会の所掌区域内に住所を有しなくなったときは、その職を失う。 

２ 天竜区協議会の区協議会委員は、天竜区の区域内に住所を有しなくなったときは、そ

の職を失う。 

（令５条例５・追加） 

（区協議会の会長及び副会長） 

第８条 区協議会に会長及び副会長１人を置く。 

２ 区協議会の会長（次項及び第４項において「会長」という。）及び副会長（第４項に

おいて「副会長」という。）の任期は、区協議会委員の任期による。 

３ 会長は、区協議会の事務を掌理し、区協議会を代表する。 

４ 副会長は、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（令５条例５・一部改正） 

（区協議会の会長及び副会長の選任及び解任） 

第９条 中央区協議会及び浜名区協議会の会長及び副会長は、それぞれの代表会の会長及

び副会長をもって充てる。 

２ 天竜区協議会の会長及び副会長は、天竜区協議会の区協議会委員の互選により定める。 

３ 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、天竜区協議会の会長及び副会長を解

任することができる。 

(1) 心身の故障のため職務を行うことができないと認めるとき。 

(2) 職務上の義務違反があると認めるとき。 
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(3) 前２号に掲げるもののほか、その職に必要な適格性を欠くものとして、天竜区協議

会に出席する区協議会委員の３分の２以上の同意があるとき。 

（令５条例５・一部改正） 

（区協議会の責務） 

第１０条 区協議会は、当該区内の住民及び諸団体等の多様な意見の調整を行い、地域に

おける市民協働活動の要となるよう努めるものとする。 

（平２３条例４６・全改） 

（区協議会の権限） 

第１１条 区協議会は、次に掲げる事項のうち、市長その他の市の機関により諮問された

もの又は必要と認めるものについて、審議し、市長その他の市の機関に意見を述べるこ

とができる。 

(1) 当該区の区役所が所掌する事務に関する事項 

(2) 前号に掲げるもののほか、市が行う当該区の区域に係る事務に関する事項 

(3) 市の事務処理に当たっての当該区の区域内に住所を有する者との連携の強化に関す

る事項 

２ 第２６条第２項の規定（第１１条第１項各号に掲げる事項に係る部分を除く。）並び

に第２６条第３項及び第４項の規定は、天竜区協議会について準用する。 

３ 市長は、この条例に定めがあるもののほか、次に掲げる市の施策に関する重要事項で

あって、区の区域に係るものを決定し、又は変更しようとする場合においては、あらか

じめ、区協議会の意見を聴かなければならない。 

(1) 区役所に係る予算編成に関する事項 

(2) 区の区域内における、庁舎その他の公用施設及び当該区域の住民生活に密接に関連

する公の施設の設置又は廃止に関する事項 

(3) 前２号に掲げるもののほか、規則で定める重要な事項 

４ 教育委員会は、区に係る学校の統廃合、通学区域その他の教育に関する重要な事項を

決定し、又は変更しようとする場合においては、あらかじめ、区協議会の意見を聴かな

ければならない。 

（平２１条例４８・平２３条例４６・令５条例５・一部改正） 

（市及び市長等の責務） 

第１２条 市は、区協議会の運営について必要と認める予算上の措置を講じるものとする。 

２ 市長その他の市の機関は、前条第１項、第３項及び第４項の意見を勘案し、必要があ
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ると認めるときは、適切な措置を講じなければならない。 

３ 市長その他の市の機関は、区協議会に対し、前条第１項、第３項及び第４項の意見に

対する回答をしなければならない。 

４ 市長その他の市の機関は、前条第１項、第３項及び第４項に規定する事項その他市政

に関する事項について、区協議会に対する情報の提供に努めなければならない。 

（平２３条例４６・令５条例５・一部改正） 

（天竜区協議会の会議） 

第１３条 第２７条の規定は、天竜区協議会の会議について準用する。 

（令５条例５・全改） 

（天竜区協議会の委員会） 

第１４条 天竜区協議会は、その事務の一部について審議させるため、議決により委員会

を置くことができる。 

２ 前項の委員会の委員は、天竜区協議会委員のうちから天竜区協議会において選任する。 

３ 前項に定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、天竜区協議会

が定める。 

（令５条例５・一部改正） 

（区協議会の庶務） 

第１５条 区協議会の庶務は、当該区の区役所及びその出先機関において行う。 

（令５条例５・一部改正） 

第４章 代表会 

（令５条例５・追加） 

（代表会の名称及び代表会委員の定数） 

第１６条 代表会の名称及び代表会に属する区協議会委員（以下「代表会委員」という。）

の定数は、別表第４のとおりとする。 

（令５条例５・追加） 

（代表会委員の選任） 

第１７条 代表会委員は、地域分科会ごとに、別表第４に定める地域分科会からの選出数

の範囲内で、当該地域分科会に属する区協議会委員の互選により定める。 

（令５条例５・追加） 

（代表会の会長及び副会長） 

第１８条 代表会に会長及び副会長１人を置く。 
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２ 代表会の会長（以下この章において「会長」という。）及び副会長（以下この章にお

いて「副会長」という。）の任期は、区協議会委員の任期による。 

３ 会長は、代表会の事務を掌理し、代表会を代表する。 

４ 副会長は、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（令５条例５・追加） 

（代表会の会長及び副会長の選任及び解任） 

第１９条 会長及び副会長は、代表会委員の互選により定める。 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、会長及び副会長を解任することがで

きる。 

(1) 心身の故障のため職務を行うことができないと認めるとき。 

(2) 職務上の義務違反があると認めるとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、その職に必要な適格性を欠くものとして、代表会に出

席する代表会委員の３分の２以上の同意があるとき。 

（令５条例５・追加） 

（代表会の権限等） 

第２０条 代表会は、必要があると認める事項について、地域分科会に付託し、審議させ

ることができる。 

２ 代表会は、第２６条第１項の規定により地域分科会から意見の提出があったときは、

その意見を取りまとめ、市長その他の市の機関に提出するものとする。 

３ 代表会は、第１２条第３項の規定により市長その他の市の機関から回答があったとき

は、その内容を関係する地域分科会に報告しなければならない。 

（令５条例５・追加） 

（代表会の会議） 

第２１条 第２７条の規定は、代表会の会議について準用する。 

（令５条例５・追加） 

第５章 地域分科会 

（令５条例５・追加） 

（地域分科会の名称及び所掌区域並びに地域分科会委員の定数） 

第２２条 地域分科会の名称及び所掌区域並びに地域分科会に属する区協議会委員（以下

「地域分科会委員」という。）の定数は、別表第５のとおりとする。 

（令５条例５・追加） 
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（地域分科会委員） 

第２３条 第６条第１項の規定により選任された区協議会委員は、当該選任に係る地域分

科会の地域分科会委員とする。 

（令５条例５・追加） 

（地域分科会の会長及び副会長） 

第２４条 地域分科会に会長及び副会長１人を置く。 

２ 地域分科会の会長（以下この章において「会長」という。）及び副会長（以下この章

において「副会長」という。）の任期は、区協議会委員の任期による。 

３ 会長は、地域分科会の事務を掌理し、地域分科会を代表する。 

４ 副会長は、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（令５条例５・追加） 

（地域分科会の会長及び副会長の選任及び解任） 

第２５条 会長及び副会長は、地域分科会委員の互選により定める。 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、会長及び副会長を解任することがで

きる。 

(1) 心身の故障のため職務を行うことができないと認めるとき。 

(2) 職務上の義務違反があると認めるとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、その職に必要な適格性を欠くものとして、地域分科会

に出席する地域分科会委員の３分の２以上の同意があるとき。 

（令５条例５・追加） 

（地域分科会の権限等） 

第２６条 地域分科会は、第２０条第１項の規定により付託された事項について審議し、

代表会に意見を提出することができる。 

２ 地域分科会は、第１１条第１項各号に掲げる事項及び第２９条第２項の規定による提

案若しくは要望又は意見について審議し、必要があると認めるときその他地域づくりに

関し必要があると認めるときは、市長その他の市の機関に対し、提案及び要望をし、並

びに意見を述べることができる。 

３ 市長その他の市の機関は、地域分科会に対し、前項の規定による提案若しくは要望又

は意見に対する回答をしなければならない。 

４ 地域分科会は、前項の規定による回答があったときは、その内容（第２９条第２項の

規定による提案若しくは要望又は意見に係るものに限る。）を関係する同条第１項に規
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定する地区コミュニティ協議会に報告しなければならない。 

（令５条例５・追加） 

（地域分科会の会議） 

第２７条 地域分科会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長が議長と

なる。 

２ 会長は、地域分科会委員の４分の１以上の者から会議の招集の請求があるときは、会

議を招集しなければならない。 

３ 会議は、地域分科会委員の半数以上の者が出席しなければ開くことができない。 

４ 会議の議事は、出席する地域分科会委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。 

５ 前項の場合においては、議長は、地域分科会委員として議決に加わる権利を有しない。 

６ 第４項の規定にかかわらず、規則で定める重要事項は、出席する地域分科会委員の３

分の２以上の同意をもって決するものとする。 

７ 会長は、必要があると認めるときは、地域分科会委員以外の者に対し、会議に出席し

て行う説明又は助言、資料の提出その他の協力を求めることができる。 

８ 前各項に掲げるもののほか、会議の運営について必要な事項は、規則で定める。 

（令５条例５・追加） 

（地域分科会の委員会） 

第２８条 地域分科会は、その事務の一部について審議させるため、議決により委員会を

置くことができる。 

２ 前項の委員会の委員は、地域分科会委員のうちから地域分科会において選任する。 

３ 前項に定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、地域分科会が

定める。 

（令５条例５・追加） 

第６章 地区コミュニティ協議会 

（令５条例５・追加） 

（地区コミュニティ協議会） 

第２９条 市長は、地域住民による地域振興及び地域課題の解決を目的として組織された

団体を地区コミュニティ協議会として認定することができる。 

２ 地区コミュニティ協議会は、地域分科会又は天竜区協議会に対し、地域振興及び地域

課題の解決に関して提案及び要望をし、並びに意見を述べることができる。 



9/21 

３ 市は、地区コミュニティ協議会の運営について必要と認める予算上の措置を講じるほ

か、必要な支援を講じるものとする。 

４ 市と地区コミュニティ協議会との調整その他必要な事務は、区役所及びその出先機関

において行う。 

５ 前各項に規定するもののほか、地区コミュニティ協議会の認定その他必要な事項は、

市長が別に定める。 

（令５条例５・追加） 

第７章 雑則 

（令５条例５・章名追加） 

（連絡調整） 

第３０条 区協議会は、規則で定めるところにより、区協議会相互の連絡調整を行うもの

とする。 

（平２１条例４８・旧第２９条繰上・一部改正、令５条例５・旧第１６条繰下） 

（区協議会の権限と他の附属機関の権限等との調整） 

第３１条 市長は、第１１条第３項の規定にかかわらず、法令又は条例の規定により設置

した他の附属機関への諮問、法令、条例その他の規程の規定による公聴会又は意見公募

手続その他これらに準じる手続を行う場合においては、区協議会の意見を聴かないこと

ができる。 

（平２１条例４８・旧第３１条繰上・一部改正、令５条例５・旧第１７条繰下・

一部改正） 

（委任） 

第３２条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、規則で

定める。 

（平２１条例４８・旧第３２条繰上、令５条例５・旧第１８条繰下） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１９年４月１日から施行する。ただし、附則第３項から第５項まで

の規定は、公布の日から施行する。 

（浜松市地域自治区の設置等に関する条例の廃止） 

２ 浜松市地域自治区の設置等に関する条例（平成１７年浜松市条例第４０号）は、廃止

する。 
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（準備行為） 

３ 第６条第１項及び第１９条第１項の規定による区協議会委員及び地域協議会委員の選

任並びにこれらに関し必要なその他の行為は、この条例の施行の日前においても、これ

らの規定の例により行うことができる。 

４ この条例の公布の際現にされている附則第２項の規定による廃止前の浜松市地域自治

区の設置等に関する条例（以下「旧条例」という。）第５条第１項の規定による地域協

議会（浜松地域協議会及び浜北地域協議会を除く。）の構成員の選任（補欠の構成員の

選任を除く。）に係る行為は、当該地域協議会と同一の区域に置かれる地域協議会の地

域協議会委員の選任について、前項の規定により行われているものとみなす。 

５ この条例の公布の際現にされている旧条例第５条第１項の規定による浜北地域協議会

の構成員の選任（補欠の構成員の選任を除く。）に係る行為は、浜北区協議会の区協議

会委員の選任について、附則第３項の規定により行われているものとみなす。 

（会議の招集の特例） 

６ この条例の施行後最初に行われる区協議会及び地域協議会の会議は、第１３条第１項

（第２６条において準用する場合を含む。）の規定にかかわらず、市長が招集する。 

附 則（平成２１年２月２７日浜松市条例第１号） 

この条例は、平成２１年３月１日から施行する。 

附 則（平成２１年９月４日浜松市条例第４８号） 

この条例中第１条の規定は平成２２年４月１日から、第２条の規定は平成２４年４月１

日から施行する。 

附 則（平成２２年２月２５日浜松市条例第１号） 

この条例中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第９条の２第６項において準用する同法第９条第６項の規定による告示の日（平

成２２年３月１６日）又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行する。 

附 則（平成２２年６月１７日浜松市条例第３４号） 

１ この条例は、平成２２年１０月４日から施行する。 

２ 浜松市佐久間・水窪霊きゅう自動車条例（平成１７年浜松市条例第２３１号）の一部

を次のように改正する。 

（次のよう略） 

附 則（平成２３年９月２９日浜松市条例第４６号） 

この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 
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附 則（平成２４年１２月１４日浜松市条例第６１号） 

この条例は、平成２５年２月１日から施行する。 

附 則（平成２５年２月２６日浜松市条例第１号） 

この条例は、平成２５年３月１日から施行する。 

附 則（平成２５年９月２６日浜松市条例第４６号） 

この条例は、平成２５年１１月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月２４日浜松市条例第１６号） 

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月２４日浜松市条例第１７号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年１０月１１日から施行する。 

附 則（平成３１年３月１５日浜松市条例第２１号抄） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ 第１条から第７条まで、第９条から第２１条まで、第２３条、第２５条及び第２７条

から第３６条までの規定による改正後の浜松市区及び区協議会の設置等に関する条例第

７条第１項、浜松市防災会議条例第２条第７項、浜松市外国人市民共生審議会条例第３

条第３項、浜松市行政区画等審議会条例第３条第３項、浜松市入札監視委員会条例第３

条第３項、浜松市スポーツ推進審議会条例第６条第１項、浜松市立図書館協議会条例第

２条第３項、浜松市人権施策推進審議会条例第３条第３項、浜松市障害者施策推進協議

会条例第２条第３項、浜松市精神保健福祉審議会条例第２条第３項、浜松市保健医療審

議会条例第２条第３項、浜松市母子保健推進会議条例第２条第３項、浜松市感染症診査

協議会条例第２条第２項、浜松市労働教育協議会条例第５条、浜松市大規模小売店舗立

地審議会条例第３条第３項、浜松市都市計画審議会条例第２条第３項、浜松市土地利用

審査会条例第２条第２項、浜松市開発審査会条例第２条第２項、浜松市景観審議会条例

第３条第３項、浜松市建築審査会条例第２条第２項、浜松市行政不服審査条例第２条第

４項、浜松市市民協働推進条例第１４条第１項、浜松市議会の議員その他非常勤の職員

の公務災害補償等に関する条例第４条第４項及び第１９条第４項、浜松市歯科口腔保健

推進条例第１１条第４項、浜松市環境基本条例第２４条、浜松市環境影響評価条例第５

８条第４項、浜松市における地域特性に即した商業集積の実現によるまちづくりの推進

に関する条例第１５条第３項、浜松市中央卸売市場業務条例第８０条第３項及び第８０

条の２第３項、浜松市地方卸売市場業務条例第４０条の２第３項、浜松市中高層建築物



12/21 

の建築に係る紛争の予防及び調整に関する条例第１４条、浜松市営住宅条例第４７条第

３項並びに浜松市社会教育委員条例第３条の規定は、この条例の施行の日以後に選任さ

れ、又は任命され、若しくは委嘱される区協議会委員又は委員の任期について適用し、

同日前に選任され、又は任命され、若しくは委嘱された区協議会委員又は委員の任期に

ついては、なお従前の例による。 

附 則（令和元年１２月１９日浜松市条例第３９号） 

この条例は、令和２年１月１日から施行する。 

附 則（令和５年２月２２日浜松市条例第５号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。 

（区協議会委員に関する経過措置） 

２ 改正後の別表第３に定める区協議会委員の定数は、この条例の施行の日（以下「施行

日」という。）から令和８年３月３１日までの間は、同表の規定にかかわらず、次のと

おりとする。 

区協議会の名称 区協議会委員の定数 

中央区協議会 85人に附則第4項の規定の適用を受けた者の人数を加えた人数以内 

浜名区協議会 45人から附則第4項の規定の適用を受けた者の人数を差し引いた人数

（40人を下回る場合にあっては、40人）以内 

天竜区協議会 25人以内 

３ 施行日の前日に次の表の左欄に掲げる改正前の別表第３に定める区協議会の区協議会

委員の職にあった者（次項の規定の適用を受ける者を除く。）は、施行日において、改

正後の第６条第１項の規定によりそれぞれ次の表の中欄に掲げる改正後の別表第５に定

める地域分科会の所掌区域内に住所を有する者のうちから次の表の右欄に掲げる改正後

の別表第３に定める区協議会の区協議会委員に選任されたものとみなす。 

中区協議会 中地域分科会 中央区協議会 

東区協議会 東地域分科会 

西区協議会 西地域分科会 

南区協議会 南地域分科会 

北区協議会 北地域分科会 浜名区協議会 

浜北区協議会 浜北地域分科会 

４ 施行日の前日に改正前の別表第３に定める北区協議会の区協議会委員の職にあった者
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のうち改正後の別表第５に定める中地域分科会の所掌区域内に住所を有するものは、施

行日において、改正後の第６条第１項の規定により同表に定める中地域分科会の所掌区

域内に住所を有する者のうちから改正後の別表第３に定める中央区協議会の区協議会委

員に選任されたものとみなす。 

５ 施行日の前日に改正前の別表第３に定める天竜区協議会の区協議会委員の職にあった

者は、施行日において、改正後の第６条第２項の規定により改正後の別表第１に定める

天竜区の区域内に住所を有する者のうちから改正後の別表第３に定める天竜区協議会の

区協議会委員に選任されたものとみなす。 

６ 前３項の規定により選任されたものとみなされた区協議会委員及び施行日から令和８

年３月３１日までの間に改正後の第６条第１項又は第２項の規定により選任される区協

議会委員の任期は、改正後の第７条第１項の規定にかかわらず、同日までとする。 

（地域分科会委員に関する経過措置） 

７ 改正後の別表第５に定める地域分科会委員の定数は、施行日から令和８年３月３１日

までの間は、同表の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

地域分科会の名

称 

地域分科会委員の定数 

中地域分科会 20人に附則第4項の規定の適用を受けた者の人数を加えた人数以内 

東地域分科会 20人以内 

西地域分科会 25人以内 

南地域分科会 20人以内 

北地域分科会 25人から附則第4項の規定の適用を受けた者の人数を差し引いた人数

（20人を下回る場合にあっては、20人）以内 

浜北地域分科会 20人以内 

（規則への委任） 

８ 附則第２項から前項までに定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。 

別表第１（第２条関係） 

（令５条例５・全改） 

区 区域 

中央区 池町 田町 板屋町 東田町 木戸町 相生町 中島町 名塚町 富吉町 天

神町 領家一丁目 領家二丁目 領家三丁目 中島一丁目 中島二丁目 中島
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三丁目 中島四丁目 向宿一丁目 向宿二丁目 向宿三丁目 佐藤一丁目 佐

藤二丁目 佐藤三丁目 中央一丁目 中央二丁目 中央三丁目 松城町 高町

中山町 三組町 鴨江町 西伊場町 南伊場町 和地山一丁目 和地山二丁目

和地山三丁目 富塚町 和合町 泉町 高丘町 鴨江一丁目 鴨江二丁目 鴨

江三丁目 鴨江四丁目 文丘町 布橋一丁目 布橋二丁目 布橋三丁目 広沢

一丁目 広沢二丁目 広沢三丁目 鹿谷町 山手町 蜆塚一丁目 蜆塚二丁目

蜆塚三丁目 蜆塚四丁目 泉一丁目 泉二丁目 泉三丁目 泉四丁目 佐鳴台

一丁目 佐鳴台二丁目 佐鳴台三丁目 佐鳴台四丁目 佐鳴台五丁目 佐鳴台

六丁目 葵東一丁目 葵東二丁目 西丘町 葵東三丁目 高丘東一丁目 高丘

東二丁目 高丘東三丁目 高丘東四丁目 高丘東五丁目 高丘西一丁目 高丘

西二丁目 高丘西三丁目 高丘西四丁目 高丘北一丁目 高丘北二丁目 高丘

北三丁目 高丘北四丁目 葵西一丁目 葵西二丁目 葵西三丁目 葵西四丁目

葵西五丁目 葵西六丁目 花川町 神明町 肴町 連尺町 紺屋町 利町 伝

馬町 鍛冶町 旭町 千歳町 大工町 栄町 元魚町 旅籠町 平田町 塩町

成子町 菅原町 海老塚町 砂山町 北寺島町 寺島町 龍禅寺町 浅田町

森田町 春日町 神田町 瓜内町 法枝町 東伊場一丁目 東伊場二丁目 西

浅田一丁目 西浅田二丁目 上浅田一丁目 上浅田二丁目 南浅田一丁目 南

浅田二丁目 海老塚一丁目 海老塚二丁目 元城町 尾張町 元目町 北田町

常盤町 早馬町 下池川町 中沢町 山下町 元浜町 八幡町 野口町 船越

町 細島町 茄子町 新津町 助信町 曳馬町 十軒町 早出町 城北一丁目

城北二丁目 城北三丁目 住吉一丁目 住吉二丁目 住吉三丁目 住吉四丁目

住吉五丁目 幸一丁目 幸二丁目 幸三丁目 幸四丁目 幸五丁目 萩丘一丁

目 萩丘二丁目 萩丘三丁目 萩丘四丁目 萩丘五丁目 小豆餅一丁目 小豆

餅二丁目 小豆餅三丁目 小豆餅四丁目 高林一丁目 高林二丁目 高林三丁

目 高林四丁目 高林五丁目 上島一丁目 上島二丁目 上島三丁目 上島四

丁目 上島五丁目 上島六丁目 上島七丁目 曳馬一丁目 曳馬二丁目 曳馬

三丁目 曳馬四丁目 曳馬五丁目 曳馬六丁目 和合北一丁目 和合北二丁目

和合北三丁目 和合北四丁目 植松町 将監町 神立町 西塚町 上西町 丸

塚町 上新屋町 宮竹町 大蒲町 子安町 和田町 天龍川町 篠ケ瀬町 北

島町 薬師町 薬新町 安新町 安間町 材木町 龍光町 長鶴町 白鳥町

松小池町 中里町 中野町 国吉町 上石田町 市野町 小池町 中田町 原
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島町 天王町 下石田町 笠井町 笠井上町 笠井新田町 豊町 豊西町 恒

武町 貴平町 常光町 流通元町 中郡町 西ケ崎町 大島町 大瀬町 積志

町 有玉北町 有玉南町 有玉西町 半田町 有玉台一丁目 有玉台二丁目

有玉台三丁目 有玉台四丁目 半田山一丁目 半田山二丁目 半田山三丁目

半田山四丁目 半田山五丁目 半田山六丁目 西山町 神ケ谷町 大久保町

神原町 入野町 西鴨江町 志都呂町 伊左地町 佐浜町 大人見町 古人見

町 和地町 湖東町 大山町 和光町 深萩町 平松町 呉松町 白洲町 舘

山寺町 庄内町 協和町 庄和町 村櫛町 篠原町 坪井町 馬郡町 大平台

一丁目 大平台二丁目 大平台三丁目 大平台四丁目 桜台一丁目 桜台二丁

目 桜台三丁目 桜台四丁目 桜台五丁目 桜台六丁目 西都台町 志都呂一

丁目 志都呂二丁目 舞阪町舞阪 舞阪町長十新田 舞阪町浜田 舞阪町弁天

島 雄踏町宇布見 雄踏町山崎 雄踏一丁目 雄踏二丁目 渡瀬町 三和町

飯田町 青屋町 鶴見町 新貝町 大塚町 下飯田町 頭陀寺町 本郷町 西

伝寺町 安松町 石原町 金折町 老間町 古川町 立野町 四本松町 芳川

町 恩地町 参野町 都盛町 大柳町 鼡野町 御給町 下江町 富屋町 西

町 東町 長田町 河輪町 三新町 江之島町 西島町 福島町 松島町 遠

州浜一丁目 遠州浜二丁目 遠州浜三丁目 遠州浜四丁目 楊子町 三島町

白羽町 中田島町 寺脇町 福塚町 田尻町 新橋町 堤町 米津町 小沢渡

町 倉松町 卸本町 高塚町 増楽町 若林町 東若林町 初生町 三方原町

東三方町 豊岡町 三幸町 大原町 根洗町 これらの町字に隣接する浜名湖 

浜名区 都田町 滝沢町 鷲沢町 新都田一丁目 新都田二丁目 新都田三丁目 新都

田四丁目 新都田五丁目 細江町小野 細江町気賀 細江町中川 細江町広岡

細江町三和 引佐町井伊谷 引佐町伊平 引佐町奥山 引佐町金指 引佐町狩

宿 引佐町川名 引佐町黒渕 引佐町渋川 引佐町四方浄 引佐町白岩 引佐

町田沢 引佐町田畑 引佐町栃窪 引佐町兎荷 引佐町西久留女木 引佐町西

黒田 引佐町花平 引佐町東久留女木 引佐町東黒田 引佐町別所 引佐町的

場 引佐町三岳 引佐町谷沢 引佐町横尾 神宮寺町 三ヶ日町宇志 三ヶ日

町大崎 三ヶ日町大谷 三ヶ日町岡本 三ヶ日町上尾奈 三ヶ日町駒場 三ヶ

日町佐久米 三ヶ日町下尾奈 三ヶ日町只木 三ヶ日町都筑 三ヶ日町津々崎

三ヶ日町釣 三ヶ日町鵺代 三ヶ日町日比沢 三ヶ日町平山 三ヶ日町福長

三ヶ日町本坂 三ヶ日町摩訶耶 三ヶ日町三ヶ日 寺島 中条 横須賀 高畑
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西美薗 東美薗 油一色 本沢合 道本 沼 貴布祢 小林 善地 高薗 竜

南 新野 新堀 八幡 永島 上善地 小松 内野 内野台一丁目 内野台二

丁目 内野台三丁目 内野台四丁目 平口 染地台一丁目 染地台二丁目 染

地台三丁目 染地台四丁目 染地台五丁目 染地台六丁目 上島 中瀬 豊保

於呂 根堅 尾野 宮口 新原 大平 堀谷 灰木 三大地 四大地 西中瀬

一丁目 西中瀬二丁目 西中瀬三丁目 これらの字に隣接する浜名湖及び猪鼻

湖 

天竜区 二俣町二俣 二俣町大園 二俣町阿蔵 二俣町鹿島 二俣町南鹿島 山東 次

郎八新田 大谷 船明 只来 横川 横山町 月 小川 相津 伊砂 大川

佐久 谷山 西雲名 東雲名 熊 神沢 大栗安 西藤平 東藤平 阿寺 芦

窪 長沢 懐山 石神 上野 両島 青谷 渡ケ島 米沢 日明 緑恵台 春

野町領家 春野町堀之内 春野町胡桃平 春野町和泉平 春野町砂川 春野町

大時 春野町長蔵寺 春野町石打松下 春野町田黒 春野町筏戸大上 春野町

五和 春野町越木平 春野町田河内 春野町牧野 春野町花島 春野町杉 春

野町川上 春野町宮川 春野町気田 春野町豊岡 春野町石切 春野町小俣京

丸 佐久間町浦川 佐久間町川合 佐久間町半場 佐久間町中部 佐久間町佐

久間 佐久間町奥領家 佐久間町相月 佐久間町戸口 佐久間町上平山 佐久

間町大井 水窪町奥領家 水窪町地頭方 水窪町山住 龍山町大嶺 龍山町戸

倉 龍山町下平山 龍山町瀬尻 

別表第２（第３条関係） 

（令５条例５・全改） 

名称 位置 所管区域 

中央区役所 浜松市中央区元城町103番地の2 中央区の区域 

浜名区役所 浜松市浜名区貴布祢3000番地 浜名区の区域 

天竜区役所 浜松市天竜区二俣町二俣481番地 天竜区の区域 

別表第３（第５条関係） 

（令５条例５・全改） 

区 区協議会の名称 区協議会委員の定数 

中央区 中央区協議会 80人以内 

浜名区 浜名区協議会 40人以内 

天竜区 天竜区協議会 20人以内 
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別表第４（第１６条・第１７条関係） 

（令５条例５・追加） 

区協議会 代表会の名

称 

代表会委

員の定数 

地域分科会からの選出数 

中央区協議会 中央区代表

会 

8人以内 各2人以内 

浜名区協議会 浜名区代表

会 

8人以内 各4人以内 

別表第５（第２２条関係） 

（令５条例５・追加） 

区協議会 地域分科会

の名称 

所掌区域 地域分科会

委員の定数 

中央区協議会 中地域分科

会 

池町 田町 板屋町 東田町 木戸町 相生

町 中島町 名塚町 富吉町 天神町 領家

一丁目 領家二丁目 領家三丁目 中島一丁

目 中島二丁目 中島三丁目 中島四丁目

向宿一丁目 向宿二丁目 向宿三丁目 佐藤

一丁目 佐藤二丁目 佐藤三丁目 中央一丁

目 中央二丁目 中央三丁目 松城町 高町

中山町 三組町 鴨江町 西伊場町 南伊場

町 和地山一丁目 和地山二丁目 和地山三

丁目 富塚町 和合町 泉町 高丘町 鴨江

一丁目 鴨江二丁目 鴨江三丁目 鴨江四丁

目 文丘町 布橋一丁目 布橋二丁目 布橋

三丁目 広沢一丁目 広沢二丁目 広沢三丁

目 鹿谷町 山手町 蜆塚一丁目 蜆塚二丁

目 蜆塚三丁目 蜆塚四丁目 泉一丁目 泉

二丁目 泉三丁目 泉四丁目 佐鳴台一丁目

佐鳴台二丁目 佐鳴台三丁目 佐鳴台四丁目

佐鳴台五丁目 佐鳴台六丁目 葵東一丁目

葵東二丁目 西丘町 葵東三丁目 高丘東一

20人以内 
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丁目 高丘東二丁目 高丘東三丁目 高丘東

四丁目 高丘東五丁目 高丘西一丁目 高丘

西二丁目 高丘西三丁目 高丘西四丁目 高

丘北一丁目 高丘北二丁目 高丘北三丁目

高丘北四丁目 葵西一丁目 葵西二丁目 葵

西三丁目 葵西四丁目 葵西五丁目 葵西六

丁目 花川町 神明町 肴町 連尺町 紺屋

町 利町 伝馬町 鍛冶町 旭町 千歳町

大工町 栄町 元魚町 旅籠町 平田町 塩

町 成子町 菅原町 海老塚町 砂山町 北

寺島町 寺島町 龍禅寺町 浅田町 森田町

春日町 神田町 瓜内町（1番地から1813番地

までを除く。） 法枝町（1番地から210番地

まで） 東伊場一丁目 東伊場二丁目 西浅

田一丁目 西浅田二丁目 上浅田一丁目 上

浅田二丁目 南浅田一丁目 南浅田二丁目

海老塚一丁目 海老塚二丁目 元城町 尾張

町 元目町 北田町 常盤町 早馬町 下池

川町 中沢町 山下町 元浜町 八幡町 野

口町 船越町 細島町 茄子町 新津町 助

信町 曳馬町 十軒町 早出町 城北一丁目

城北二丁目 城北三丁目 住吉一丁目 住吉

二丁目 住吉三丁目 住吉四丁目 住吉五丁

目 幸一丁目 幸二丁目 幸三丁目 幸四丁

目 幸五丁目 萩丘一丁目 萩丘二丁目 萩

丘三丁目 萩丘四丁目 萩丘五丁目 小豆餅

一丁目 小豆餅二丁目 小豆餅三丁目 小豆

餅四丁目 高林一丁目 高林二丁目 高林三

丁目 高林四丁目 高林五丁目 上島一丁目

上島二丁目 上島三丁目 上島四丁目 上島

五丁目 上島六丁目 上島七丁目 曳馬一丁
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目 曳馬二丁目 曳馬三丁目 曳馬四丁目

曳馬五丁目 曳馬六丁目 和合北一丁目 和

合北二丁目 和合北三丁目 和合北四丁目

初生町 三方原町 東三方町 豊岡町 三幸

町 大原町 根洗町 

東地域分科

会 

植松町 将監町 神立町 西塚町 上西町

丸塚町 上新屋町 宮竹町 大蒲町 子安町

和田町 天龍川町 篠ケ瀬町 北島町 薬師

町 薬新町 安新町 安間町 材木町 龍光

町 長鶴町 白鳥町 松小池町 中里町 中

野町 国吉町 上石田町 市野町 小池町

中田町 原島町 天王町 下石田町 笠井町

笠井上町 笠井新田町 豊町 豊西町 恒武

町 貴平町 常光町 流通元町 中郡町 西

ケ崎町 大島町 大瀬町 積志町 有玉北町

有玉南町 有玉西町 半田町 有玉台一丁目

有玉台二丁目 有玉台三丁目 有玉台四丁目

半田山一丁目 半田山二丁目 半田山三丁目

半田山四丁目 半田山五丁目 半田山六丁目

20人以内 

西地域分科

会 

西山町 神ケ谷町 大久保町 神原町 入野

町 西鴨江町 志都呂町 伊左地町 佐浜町

大人見町 古人見町 和地町 湖東町 大山

町 和光町 深萩町 平松町 呉松町 白洲

町 舘山寺町 庄内町 協和町 庄和町 村

櫛町 篠原町 坪井町 馬郡町 大平台一丁

目 大平台二丁目 大平台三丁目 大平台四

丁目 桜台一丁目 桜台二丁目 桜台三丁目

桜台四丁目 桜台五丁目 桜台六丁目 西都

台町 志都呂一丁目 志都呂二丁目 舞阪町

舞阪 舞阪町長十新田 舞阪町浜田 舞阪町

弁天島 雄踏町宇布見 雄踏町山崎 雄踏一

20人以内 
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丁目 雄踏二丁目 これらの町字に隣接する

浜名湖 

南地域分科

会 

渡瀬町 三和町 飯田町 青屋町 鶴見町

新貝町 大塚町 下飯田町 頭陀寺町 本郷

町 西伝寺町 安松町 石原町 金折町 老

間町 古川町 立野町 四本松町 芳川町

恩地町 参野町 都盛町 大柳町 鼡野町

御給町 下江町 富屋町 西町 東町 長田

町 河輪町 三新町 江之島町 西島町 福

島町 松島町 遠州浜一丁目 遠州浜二丁目

遠州浜三丁目 遠州浜四丁目 楊子町 三島

町 瓜内町（1番地から1813番地まで） 白羽

町 中田島町 寺脇町 福塚町 法枝町（1

番地から210番地までを除く。） 田尻町 新

橋町 堤町 米津町 小沢渡町 倉松町 卸

本町 高塚町 増楽町 若林町 東若林町 

20人以内 

浜名区協議会 北地域分科

会 

都田町 滝沢町 鷲沢町 新都田一丁目 新

都田二丁目 新都田三丁目 新都田四丁目

新都田五丁目 細江町小野 細江町気賀 細

江町中川 細江町広岡 細江町三和 引佐町

井伊谷 引佐町伊平 引佐町奥山 引佐町金

指 引佐町狩宿 引佐町川名 引佐町黒渕

引佐町渋川 引佐町四方浄 引佐町白岩 引

佐町田沢 引佐町田畑 引佐町栃窪 引佐町

兎荷 引佐町西久留女木 引佐町西黒田 引

佐町花平 引佐町東久留女木 引佐町東黒田

引佐町別所 引佐町的場 引佐町三岳 引佐

町谷沢 引佐町横尾 神宮寺町 三ヶ日町宇

志 三ヶ日町大崎 三ヶ日町大谷 三ヶ日町

岡本 三ヶ日町上尾奈 三ヶ日町駒場 三ヶ

日町佐久米 三ヶ日町下尾奈 三ヶ日町只木

20人以内 
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三ヶ日町都筑 三ヶ日町津々崎 三ヶ日町釣

三ヶ日町鵺代 三ヶ日町日比沢 三ヶ日町平

山 三ヶ日町福長 三ヶ日町本坂 三ヶ日町

摩訶耶 三ヶ日町三ヶ日 これらの字に隣接

する浜名湖及び猪鼻湖 

浜北地域分

科会 

寺島 中条 横須賀 高畑 西美薗 東美薗

油一色 本沢合 道本 沼 貴布祢 小林

善地 高薗 竜南 新野 新堀 八幡 永島

上善地 小松 内野 内野台一丁目 内野台

二丁目 内野台三丁目 内野台四丁目 平口

染地台一丁目 染地台二丁目 染地台三丁目

染地台四丁目 染地台五丁目 染地台六丁目

上島 中瀬 豊保 於呂 根堅 尾野 宮口

新原 大平 堀谷 灰木 三大地 四大地

西中瀬一丁目 西中瀬二丁目 西中瀬三丁目

20人以内 
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○浜松市区及び区協議会の設置等に関する条例施行規則 

平成１８年１２月１日 

浜松市規則第７７号 

改正 平成２３年９月２９日浜松市規則第５１号 

（題名改称） 

（趣旨） 

第１条 この規則は、浜松市区及び区協議会の設置等に関する条例（平成１８年浜松市条

例第７８号。以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定める。 

（平２３規則５１・一部改正） 

（区協議会委員の選任方法） 

第２条 条例第６条第１項の規定による区協議会委員の選任は、当該区の区域内に住所を

有する者のうち次に掲げるもののそれぞれから行う。 

(1) 区協議会が選定した公共的団体等が推薦するその構成員 

(2) 前号に掲げる者のほか、区協議会が推薦する者 

２ 区協議会は、前項第２号の規定による推薦に当たっては、あらかじめ、その全部又は

一部について公募を行わなければならない。 

３ 区協議会は、第１項第１号の規定による選定にあっては次条第１項第１号の規定によ

り策定された選定の案に基づき行うものとし、第１項第２号の規定による推薦にあって

は次条第１項第２号の規定により策定された推薦者の案に基づき行うものとする。 

４ 前２項の規定にかかわらず、区協議会は、補欠の区協議会委員に係る第１項第１号の

規定による選定及び同項第２号の規定による推薦について、前２項に規定する方法以外

の推薦方法を定めることができる。 

５ 区協議会は、第１項第１号の規定による選定及び同項第２号の規定による推薦に当た

っては、公平性及び透明性を確保するとともに、当該住民の多様な意見の適切な反映及

び地域の事情を勘案した区協議会委員の構成となるよう配慮しなければならない。 

（平２３規則５１・全改） 

（推薦会） 

第３条 区協議会は、前条第１項第１号の規定による選定及び同項第２号の規定による推

薦に関する次に掲げる事務を行うため、その指名した３人以上７人以内の区協議会委員

による会議（以下「推薦会」という。）を置く。 

(1) 前条第１項第１号の規定による選定の案の策定 
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(2) 前条第１項第２号の規定による推薦者の案の策定 

(3) 前条第２項の規定による公募の方法の決定 

(4) 前３号に掲げるもののほか、区協議会が必要があると認める事務 

２ 推薦会に属する区協議会委員は、前条第２項の規定による公募に応募することができ

ない。 

３ 前２項に定めるもののほか、推薦会の運営に関し必要な事項は、区協議会が定める。 

（平２３規則５１・追加・旧第２条の２繰下） 

（規則で定める重要な事項） 

第４条 条例第１１条第２項第７号の規則で定める重要な事項は、区における地域振興を

図るための基金の目的の変更及び廃止に関する事項とする。 

（区協議会の会議の運営） 

第５条 区協議会の会議（以下この条において「会議」という。）は、随時開催するもの

とする。 

２ 会議は、公開とする。ただし、議長又は区協議会委員の３人以上の発議により、出席

する区協議会委員の３分の２以上の多数で議決したときは、秘密会とすることができる。 

３ 議長は、会議録を調製し、会議において定めた２人以上の区協議会委員が署名しなけ

ればならない。 

４ 区協議会委員は、第２条第１項第２号の規定による推薦のうち自己の推薦に係る事項

については、その議事に加わることができない。 

（平２３規則５１・一部改正） 

（委任） 

第６条 前条に定めるもののほか、区協議会の運営に関し必要な事項は、区協議会が定め

る。 

（連絡調整会議） 

第７条 条例第１６条の規定により区協議会相互の連絡調整を行うため、すべての区協議

会の会長による区協議会会長会議を置く。 

２ 前項に掲げるもののほか、区協議会相互の連絡調整を行うため、必要に応じてすべて

の区協議会の会長及び副会長による区協議会正副会長会議を開催するものとする。 

３ 前２項に掲げるもののほか、区協議会相互の連絡調整を行うため、期間を定め、それ

ぞれの区協議会委員による会議を置くことができる。 

４ 前３項の会議の運営は、区協議会の会議の運営の例による。 
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５ 第３項の会議を置くときは、関係する区協議会の議決を経なければならない。 

（平２３規則５１・旧第１１条繰上・一部改正） 

（細目） 

第８条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

（平２３規則５１・旧第１２条繰上） 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１９年４月１日から施行する。ただし、附則第３項及び附則第５項

の規定は、公布の日から施行する。 

（浜松市地域自治区の設置等に関する条例施行規則の廃止） 

２ 浜松市地域自治区の設置等に関する条例施行規則（平成１７年浜松市規則第１４２号）

は、廃止する。 

（区協議会委員の選任方法の特例） 

３ 第２条の規定にかかわらず、この規則の施行後最初に行う中区協議会、東区協議会及

び南区協議会の区協議会委員の選任は、市長が別に定めるところにより行う。 

４ 第２条の規定にかかわらず、この規則の施行後最初に行う西区協議会、北区協議会及

び天竜区協議会の区協議会委員の選任における同条の規定の適用については、同条第１

項第２号中「区協議会」とあるのは「市長」と、同条第２項中「指名及び同項第２号の

規定による推薦方法の決定は」とあるのは「指名は」と、「同号」とあるのは「同項第

２号」とする。 

（地域協議会委員の選任方法の特例） 

５ 第７条の規定にかかわらず、この規則の施行後最初に行う浜松西地域協議会及び浜松

北地域協議会の地域協議会委員の選任は、市長が別に定めるところにより行う。 

附 則（平成２３年９月２９日浜松市規則第５１号） 

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。ただし、第１条及び次項の規定は、

公布の日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の浜松市区及び地域自治区の設置等に関する条例施行規則

第２条から第３条まで及び第５条の規定は、平成２４年４月１日以後に任期が開始する

区協議会委員を選任する場合について適用し、同日前に任期が開始する区協議会委員を

選任する場合については、なお従前の例による。 



浜松市区及び区協議会の設置等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

浜松市区及び区協議会の設置等に関する条例施行規則（平成１８年浜松市規則第７７号）

の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（区協議会委員の選任方法） （区協議会委員の選任方法） 

第２条 条例第６条第１項の規定による区協

議会委員の選任は、当該区の区域内に住所

を有する者のうち次に掲げるもののそれぞ

れから行う。 

第２条 条例第６条第１項の規定による中央

区協議会及び浜名区協議会の区協議会委員

の選任は、地域分科会ごとに、条例第２２条

に規定する当該地域分科会の所掌区域内に

住所を有する者のうち次に掲げるもののそ

れぞれから行う。 

(1) 区協議会が選定した公共的団体等が推

薦するその構成員 

(1) 地域分科会が選定した公共的団体等が

推薦するその構成員 

(2) 前号に掲げる者のほか、区協議会が推

薦する者 

(2) 前号に掲げる者のほか、地域分科会が

推薦する者 

２ 区協議会は、前項第２号の規定による推薦

に当たっては、あらかじめ、その全部又は一

部について公募を行わなければならない。 

２ 地域分科会は、前項第２号の規定による推

薦に当たっては、あらかじめ、その全部又は

一部について公募を行わなければならない。

３ 区協議会は、第１項第１号の規定による選

定にあっては次条第１項第１号の規定によ

り策定された選定の案に基づき行うものと

し、第１項第２号の規定による推薦にあって

は次条第１項第２号の規定により策定され

た推薦者の案に基づき行うものとする。 

３ 地域分科会は、第１項第１号の規定による

選定にあっては第３条第１項第１号の規定

により策定された選定の案に基づき行うも

のとし、第１項第２号の規定による推薦にあ

っては同条第１項第２号の規定により策定

された推薦者の案に基づき行うものとする。

４ 前２項の規定にかかわらず、区協議会は、

補欠の区協議会委員に係る第１項第１号の

規定による選定及び同項第２号の規定によ

る推薦について、前２項に規定する方法以外

の推薦方法を定めることができる。 

４ 前２項の規定にかかわらず、地域分科会

は、補欠の区協議会委員に係る第１項第１号

の規定による選定及び同項第２号の規定に

よる推薦について、前２項に規定する方法以

外の推薦方法を定めることができる。 

５ 区協議会は、第１項第１号の規定による選

定及び同項第２号の規定による推薦に当た

っては、公平性及び透明性を確保するととも

５ 地域分科会は、第１項第１号の規定による

選定及び同項第２号の規定による推薦に当

たっては、公平性及び透明性を確保するとと



に、当該住民の多様な意見の適切な反映及び

地域の事情を勘案した区協議会委員の構成

となるよう配慮しなければならない。 

もに、当該住民の多様な意見の適切な反映及

び地域の事情を勘案した区協議会委員の構

成となるよう配慮しなければならない。 

 第２条の２ 条例第６条第２項の規定による

天竜区協議会の区協議会委員の選任は、天竜

区の区域内に住所を有する者のうち次に掲

げるもののそれぞれから行う。 

 (1) 天竜区協議会が選定した公共的団体等

が推薦するその構成員 

 (2) 前号に掲げる者のほか、天竜区協議会

が推薦する者 

 ２ 天竜区協議会は、前項第２号の規定による

推薦に当たっては、あらかじめ、その全部又

は一部について公募を行わなければならな

い。 

 ３ 天竜区協議会は、第１項第１号の規定によ

る選定にあっては第３条の２第１項第１号

の規定により策定された選定の案に基づき

行うものとし、第１項第２号の規定による推

薦にあっては同条第１項第２号の規定によ

り策定された推薦者の案に基づき行うもの

とする。 

 ４ 前２項の規定にかかわらず、天竜区協議会

は、補欠の天竜区協議会の区協議会委員に係

る第１項第１号の規定による選定及び同項

第２号の規定による推薦について、前２項に

規定する方法以外の推薦方法を定めること

ができる。 

 ５ 天竜区協議会は、第１項第１号の規定によ

る選定及び同項第２号の規定による推薦に

当たっては、公平性及び透明性を確保すると

ともに、当該住民の多様な意見の適切な反映

及び地域の事情を勘案した天竜区協議会の



区協議会委員の構成となるよう配慮しなけ

ればならない。 

（推薦会） （推薦会） 

第３条 区協議会は、前条第１項第１号の規定

による選定及び同項第２号の規定による推

薦に関する次に掲げる事務を行うため、その

指名した３人以上７人以内の区協議会委員

による会議（以下「推薦会」という。）を置

く。 

第３条 地域分科会は、第２条第１項第１号の

規定による選定及び同項第２号の規定によ

る推薦に関する次に掲げる事務を行うため、

その指名した５人以内の地域分科会委員に

よる会議（以下この条において「推薦会」と

いう。）を置く。 

(1) 前条第１項第１号の規定による選定の

案の策定 

(1) 第２条第１項第１号の規定による選定

の案の策定 

(2) 前条第１項第２号の規定による推薦者

の案の策定 

(2) 第２条第１項第２号の規定による推薦

者の案の策定 

(3) 前条第２項の規定による公募の方法の

決定 

(3) 第２条第２項の規定による公募の方法

の決定 

(4) 前３号に掲げるもののほか、区協議会

が必要があると認める事務 

(4) 前３号に掲げるもののほか、地域分科

会が必要があると認める事務 

２ 推薦会に属する区協議会委員は、前条第２

項の規定による公募に応募することができ

ない。 

２ 推薦会に属する地域分科会委員は、第２条

第２項の規定による公募に応募することが

できない。 

３ 前２項に定めるもののほか、推薦会の運営

に関し必要な事項は、区協議会が定める。 

３ 前２項に定めるもののほか、推薦会の運営

に関し必要な事項は、地域分科会が定める。

 第３条の２ 天竜区協議会は、第２条の２第１

項第１号の規定による選定及び同項第２号

の規定による推薦に関する次に掲げる事務

を行うため、その指名した５人以内の天竜区

協議会の区協議会委員による会議（以下この

条において「推薦会」という。）を置く。 

(1) 第２条の２第１項第１号の規定による

選定の案の策定 

 (2) 第２条の２第１項第２号の規定による

推薦者の案の策定 



  (3) 第２条の２第２項の規定による公募の

方法の決定 

 (4) 前３号に掲げるもののほか、天竜区協

議会が必要があると認める事務 

 ２ 推薦会に属する天竜区協議会の区協議会

委員は、第２条の２第２項の規定による公募

に応募することができない。 

 ３ 前２項に定めるもののほか、推薦会の運営

に関し必要な事項は、天竜区協議会が定め

る。 

（規則で定める重要な事項） （規則で定める重要な事項） 

第４条 条例第１１条第２項第７号の規則で

定める重要な事項は、区における地域振興を

図るための基金の目的の変更及び廃止に関

する事項とする。 

第４条 条例第１１条第３項第３号の規則で

定める重要な事項は、区における地域振興を

図るための基金の目的の変更及び廃止に関

する事項とする。 

（区協議会の会議の運営） （天竜区協議会の運営） 

第５条 区協議会の会議（以下この条において

「会議」という。）は、随時開催するものと

する。 

第５条 第７条及び第８条の規定は、天竜区協

議会の運営について準用する。 

２ 会議は、公開とする。ただし、議長又は区

協議会委員の３人以上の発議により、出席す

る区協議会委員の３分の２以上の多数で議

決したときは、秘密会とすることができる。

３ 議長は、会議録を調製し、会議において定

めた２人以上の区協議会委員が署名しなけ

ればならない。 

４ 区協議会委員は、第２条第１項第２号の規

定による推薦のうち自己の推薦に係る事項

については、その議事に加わることができな

い。 

 （代表会の運営） 

 第６条 第７条及び第８条の規定は、代表会の



運営について準用する。 

 （地域分科会の会議の運営） 

 第７条 地域分科会の会議（以下この条におい

て「会議」という。）は、随時開催するもの

とする。 

 ２ 会議は、公開とする。ただし、議長又は地

域分科会委員の３人以上の発議により、出席

する地域分科会委員の３分の２以上の多数

で議決したときは、秘密会とすることができ

る。 

 ３ 議長は、会議録を調製し、会議において定

めた２人以上の地域分科会委員が署名しな

ければならない。 

 ４ 地域分科会委員は、第２条第１項第２号の

規定による推薦のうち自己の推薦に係る事

項については、その議事に加わることができ

ない。 

（委任） （委任） 

第６条 前条に定めるもののほか、区協議会の

運営に関し必要な事項は、区協議会が定め

る。 

第８条 前条に定めるもののほか、地域分科会

の運営に関し必要な事項は、地域分科会が定

める。 

（連絡調整会議） （連絡調整会議） 

第７条 条例第１６条の規定により区協議会

相互の連絡調整を行うため、すべての区協議

会の会長による区協議会会長会議を置く。 

第９条 条例第３０条の規定により区協議会

相互の連絡調整を行うため、全ての区協議会

の会長その他市長が必要があると認める者

による区協議会会長会議を置く。 

２ 前項に掲げるもののほか、区協議会相互

の連絡調整を行うため、必要に応じてすべ

ての区協議会の会長及び副会長による区協

議会正副会長会議を開催するものとする。 

３ 前２項に掲げるもののほか、区協議会相

互の連絡調整を行うため、期間を定め、そ



れぞれの区協議会委員による会議を置くこ

とができる。 

４ 前３項の会議の運営は、区協議会の会議の

運営の例による。 

２ 前項の会議の運営は、地域分科会の会議の

運営の例による。 

５ 第３項の会議を置くときは、関係する区協

議会の議決を経なければならない。 

（細目） （細目） 

第８条 （略） 第１０条 （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

附 則 

この規則は、令和６年１月１日から施行する。 



中央区協議会（東地域分科会）会議運営要綱（案） 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、浜松市区及び区協議会の設置等に関する条例施行規則（平成１

８年浜松市規則第７７号）第８条の規定に基づき、中央区協議会（東地域分科会）

（以下、「地域分科会」という。）の会議の運営に関し、必要な事項を定める。

 （会長及び副会長の互選の方法）

第２条 会長及び副会長の互選の方法は、地域分科会で協議して定める。 

 （会長、副会長の辞任） 

第３条 会長及び副会長は、任期中にその職を辞任しようとするときは、地域分科会

の承認を得なければならない。この場合において、会長が辞任しようとするときは

副会長に、副会長が辞任しようとするときは会長に、辞表を提出しなければならな

い。 

 （会長等の責務） 

第４条 会長は、迅速かつ能率的な議事の運営に努めなければならない。 

２ 副会長は、会長を補佐し、迅速かつ能率的な議事の運営に協力しなければならな

い。 

３ 委員は、地域分科会に積極的に参画するとともに、円滑な議事運営に協力しなけ

ればならない。 

 （地域分科会の会議の招集等） 

第５条 会長は、地域分科会の会議（以下「会議」という。）を招集しようとすると

きは、あらかじめ議事、日時及び会場を各委員に通知しなければならない。 

 （欠席の申出） 

第６条 委員は、会議に出席できない事情があるときは、あらかじめその旨を会長に

申し出なければならない。 

 （地域分科会の庶務） 

第７条 地域分科会の庶務は、東行政センターにおいて処理する。 

 （細目） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、地域分科会の運営に関し必要な事項は、会長

が地域分科会に諮って定める。 

   附 則 

  この要綱は、令和６年１月３１日から施行する。 



中央区協議会（東地域分科会）の会議の公開等に関する要綱（案） 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、浜松市区及び区協議会の設置等に関する条例施行規則（平成１

８年浜松市規則第７７号。以下「条例施行規則」という。）第８条の規定に基づき、

別に定めがあるもののほか、中央区協議会（東地域分科会）の会議（以下、「会議」

という。）の公開について必要な事項を定める。

 （会議の情報の公開）

第２条 会議を開催しようとするときは、当該開催しようとする日の７日前までに会

議の日時、会場、議事、会議の公開、非公開、一部非公開の別、傍聴人の定員、傍

聴手続、傍聴方法を公表しなければならない。 

 （傍聴人の定員） 

第３条 会議の傍聴人の定員は、東行政センター長が会議開催ごとに定める。ただし、

会議の開催に当たり、できるだけ多くの傍聴希望者が傍聴できるよう配慮するもの

とする。 

 （傍聴の手続） 

第４条 会議を傍聴しようとする者は、電話、電子メール又は来庁することにより、

あらかじめ東行政センターに傍聴の申込みをするものとする。この場合、傍聴しよ

うとする者の数が前条の定員を超えるときは、先着順で受付を行う。 

２ 会長は、前項の会議を傍聴しようとする者に対し、住所、氏名等の連絡先を求め

ることができる。 

３ 会長は、第１項の傍聴の申し込みをし、傍聴に訪れた者に対し、傍聴券（様式第

１号）を交付しなければならない。 

４ 第１項の規定にかかわらず、傍聴の希望者が多いと見込まれる場合その他特別の

事情がある場合には、抽選等他の方法により傍聴人を選出することができる。 

 （傍聴席以外の席への入場禁止） 

第５条 傍聴人は、いかなる理由があっても傍聴席以外の席に入ることができない。 

 （傍聴席に入ることができない者） 

第６条 次の各号のいずれかに該当する者は、傍聴席に入ることができない。 

(1) 銃器その他危険なものを持っている者 

(2) 酒気を帯びていると認められる者 

(3) 張り紙、ビラ、プラカード、旗、のぼりの類を持っている者 

(4) 笛、ラッパ、太鼓その他楽器の類を持っている者 

(5) 前各号に定めるもののほか、会議を妨害し、又は人に迷惑を及ぼすと認められる

者 

 （傍聴人の守るべき事項） 

第７条 傍聴人は、傍聴席にあるときは、次の事項を守らなければならない。 

(1) 会議における言論に対して拍手その他の方法により公然と可否を表明しないこ



と。 

(2) 談論し、放歌し、高笑し、その他騒ぎ立てないこと。 

(3) 鉢巻き、腕章の類をする等示威的行為をしないこと。 

(4) 帽子、外とう、襟巻の類を着用しないこと。ただし、病気その他の理由により議

長の許可を得たときは、この限りでない。 

(5) 飲食又は喫煙をしないこと。 

(6) みだりに席を離れ、又は不体裁な行為をしないこと。 

(7) 前各号に定めるもののほか、会議の会場の秩序を乱し、又は会議の妨害となるよ

うな行為をしないこと。 

 （写真、映画等の撮影及び録音等の禁止） 

第８条 傍聴人は、傍聴席において写真、映画等を撮影し、又は録音等をしてはなら

ない。ただし、特に議長の許可を得た者は、この限りでない。 

（傍聴人の退場） 

第９条 傍聴人は、会議を非公開とする議決があったときは、速やかに退場しなけれ

ばならない。 

（係員の指示） 

第１０条 傍聴人は、すべて係員の指示に従わなければならない。 

（違反に対する措置） 

第１１条 議長は、傍聴人がこの要綱に反するときはこれを制止し、その命令に従わ

ないときはこれを退場させることができる。 

（報道のための傍聴の特例） 

第１２条 報道関係者が報道のために会議を傍聴する場合においては、第４条、第５

条及び第８条の規定は、適用しない。 

（会議録等の作成） 

第１３条 地域分科会は、会議の公開・非公開の別にかかわらず、会議終了後速やか

に会議録を作成しなければならない。 

２ 前項の会議録は、会議の全部記録又は会議の要点記録とする。 

３ 第１項の会議録には、発言者の氏名を記載しなければならない。 

４ 地域分科会は、会議録のほか、必要に応じて録音テープ等を使用した電磁的記録

を作成することができる。この場合において、公開を前提とするときは、あらかじ

め委員、参考人等の会議の参加者の了承を得なければならない。 

（会議録の記載事項等） 

第１４条 会議録には、概ね次に掲げる事項を記載するものとする。 

(1) 会議の名称 

(2) 開催の会場及び日時 

(3) 出席委員、欠席委員、委員以外の出席者及び担当課職員の氏名 

(4) 審議案件等の概略及び審議結果 

(5) 発言内容 



(6) 会議資料の名称及び内容 

(7) 会議の全部記録・会議の要点記録の別及び録音テープ記録の有無 

(8) 会議録の公開・非公開・部分公開の第一次判断 

(9) 会議録の作成者の職氏名 

(10) その他必要な事項 

２ 会議録には、必要な会議資料を添付するものとする。 

（会議録等の公開） 

第１５条 公開することとなる会議録及び会議資料は、条例施行規則第７条の署名を

行った後、速やかに東行政センターに公開のため据え置くとともに、必要に応じて

市政情報室での閲覧又は市のホームページへの掲載等により情報提供しなければ

ならない。 

２ 前項の場合において、会議録又は会議資料の内容に、浜松市情報公開条例（平成

１３年浜松市条例第３２号）第７条に規定する非公開事項に該当する情報が含まれ

ているときにおいても極力公開の範囲を広げるよう努めなければならない。 

３ 公開の会議の会議録は、すべて公開する。 

（細目） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、会議の公開等に関し必要な事項は、会長が

地域分科会に諮って定める。 

   附 則 

  この要綱は、令和６年１月３１日から施行する。 



様式第１号（第４条関係）

 期日                     受付番号          

傍聴券

中央区協議会（東地域分科会）

中央区協議会（東地域分科会）の会議の公開等に関する要綱に基づき、次の事項を遵守して

ください。

１ いかなる理由があっても傍聴席以外の席に入らないこと。

２ 会議における言論に対して拍手その他の方法により公然と可否を表明しないこと。

３ 談論し、放歌し、高笑し、その他騒ぎ立てないこと。

４ 鉢巻き、腕章の類をする等示威的行為をしないこと。

５ 帽子、外とう、襟巻の類を着用しないこと。ただし、病気その他の理由により地域分科会

の会長の許可を得たときは、この限りでない。

６ 飲食又は喫煙をしないこと。

７ みだりに席を離れ、又は不体裁な行為をしないこと。

８ 会議の会場の秩序を乱し、又は会議の妨害となるような行為をしないこと。

９ 傍聴席において写真、映画等を撮影し、又は録音等をしてはならない。ただし、特に地域

分科会の会長の許可を得た者は、この限りでない。

10 会議を非公開とする議決があったときは、速やかに退場しなければならない。
11 すべて係員の指示に従わなければならない。



１

中央区協議会（東地域分科会）地域福祉委員会会議等要綱（案） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、中央区協議会（東地域分科会）（以下、「地域分科会」とい

う。）の所掌区域に係る地域福祉について検討するため、浜松市区及び区協議会の

設置等に関する条例（平成１８年浜松市条例第７８号）第２８条第３項の規定に

基づき、地域分科会地域福祉委員会（以下「地域福祉委員会」という。）につい

て、必要な事項を定める。 

（組織） 

第２条 地域福祉委員会は、地域分科会委員により組織する。 

２ 地域福祉委員会の委員は、地域分科会委員の互選により選任する。 

（委員長） 

第３条 地域福祉委員会に委員長１人を置く。 

２ 委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長の任期は、地域福祉委員会の設置期間又は地域分科会委員の任期のいずれか

短い方とする。 

４ 委員長は、地域福祉委員会を代表し、会務を総理する。 

５ 委員長は、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときにその職務を代理

する者をあらかじめ選任するものとする。 

（所掌事務） 

第４条 地域福祉委員会は、次の各号に掲げる事項について、検討を行う。 

（１）地域福祉に関する事項 

（２）その他委員長が必要と認める事項 

（会議） 

第５条 地域福祉委員会は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 

２ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対し、会議に出席して

行う説明又は助言、資料の提出その他の協力を求めることができる。 

（庶務） 

第６条 地域福祉委員会の庶務は、東行政センターにおいて処理する。

（細目） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、地域福祉委員会の運営に関し必要な事項

は、委員長が地域福祉委員会に諮って定める。 

附 則 

この要綱は、令和６年１月３１日から施行する。 



１

中央区協議会（東地域分科会）地域防災委員会会議等要綱（案） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、中央区協議会（東地域分科会）（以下、「地域分科会」とい

う。）の所掌区域に係る地域防災について検討するため、浜松市区及び区協議会の

設置等に関する条例（平成１８年浜松市条例第７８号）第２８条第３項の規定に

基づき、地域分科会地域防災委員会（以下「地域防災委員会」という。）につい

て、必要な事項を定める。 

（組織） 

第２条 地域防災委員会は、地域分科会委員により組織する。 

２ 地域防災委員会の委員は、地域分科会委員の互選により選任する。 

（委員長） 

第３条 地域防災委員会に委員長１人を置く。 

２ 委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長の任期は、地域防災委員会の設置期間又は地域分科会委員の任期のいずれか

短い方とする。 

４ 委員長は、地域防災委員会を代表し、会務を総理する。 

５ 委員長は、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときにその職務を代理

する者をあらかじめ選任するものとする。 

（所掌事務） 

第４条 地域防災委員会は、次の各号に掲げる事項について、検討を行う。 

（１）地域防災に関する事項 

（２）その他委員長が必要と認める事項 

（会議） 

第５条 地域防災委員会は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 

２ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対し、会議に出席して

行う説明又は助言、資料の提出その他の協力を求めることができる。 

（庶務） 

第６条 地域防災委員会の庶務は、東行政センターにおいて処理する。

（細目） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、地域防災委員会の運営に関し必要な事項

は、委員長が地域防災委員会に諮って定める。 

附 則 

この要綱は、令和６年１月３１日から施行する。 



１

中央区協議会（東地域分科会）交通安全委員会会議等要綱（案） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、中央区協議会（東地域分科会）（以下、「地域分科会」とい

う。）の所掌区域に係る交通安全について検討するため、浜松市区及び区協議会の

設置等に関する条例（平成１８年浜松市条例第７８号）第２８条第３項の規定に

基づき、地域分科会交通安全委員会（以下「交通安全委員会」という。）につい

て、必要な事項を定める。 

（組織） 

第２条 交通安全委員会は、地域分科会委員により組織する。 

２ 交通安全委員会の委員は、地域分科会委員の互選により選任する。 

（委員長） 

第３条 交通安全委員会に委員長１人を置く。 

２ 委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長の任期は、交通安全委員会の設置期間又は地域分科会委員の任期のいずれか

短い方とする。 

４ 委員長は、交通安全委員会を代表し、会務を総理する。 

５ 委員長は、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときにその職務を代理

する者をあらかじめ選任するものとする。 

（所掌事務） 

第４条 交通安全委員会は、次の各号に掲げる事項について、検討を行う。 

（１）交通安全に関する事項 

（２）その他委員長が必要と認める事項 

（会議） 

第５条 交通安全委員会は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 

２ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対し、会議に出席して

行う説明又は助言、資料の提出その他の協力を求めることができる。 

（庶務） 

第６条 交通安全委員会の庶務は、東行政センターにおいて処理する。

（細目） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、交通安全委員会の運営に関し必要な事項

は、委員長が交通安全委員会に諮って定める。 

附 則 

この要綱は、令和６年１月３１日から施行する。 









令和５年度第４回東地域分科会 交通安全委員会 活動報告 

〇日 時：令和６年１月１６日（火）午前９時５０分～午前１１時００分 

〇会 場：東行政センター３３会議室 

〇出席者：川合 喜實子、原 利夫、馬塚 繁光、松本 久和、森田 良信、 

山田 俊明、米山 英二（50音順・敬称略）

  〇事務局：小粥 規正、天野 数幸（東行政センター地域振興Ｇ） 

（１）委員長あいさつ 

（２）交通安全に関するＤＶＤ視聴及び委員からの意見発信 

 〇ＤＶＤ「高齢者のみなさん！いつも安全確認していますか？」 

「いのちを守る！ 運転者の責任」 

 ＤＶＤを視聴し、以下のとおり意見交換等がなされる。 

・高齢となった際の免許返納をどのように促していくかが課題である。 

・交通事故を減少させるには、交通ルール及びマナー、自転車に乗るときの基本ル

ール（自転車安全利用五則）を周知、徹底していく必要がある。 

 ・ヘルメット着用が努力義務化となったが、高齢者だけで無く、高校生のヘルメッ

ト着用推進が課題である。 

 ・自治会で交通安全講習等を開催しようとするが、参加者が少ない。積極的な参加

を促す方策が求められる。 

 ・「ながらスマホ」等の運転手の違反で自動車が凶器となることを改めて認識した。 

 ・自転車利用者等の一時停止違反を想定した上での慎重な運転が求められる。 

（３）今後の予定について 

■第５回交通安全委員会 

 ① 日時：令和６年３月１２日（火）午前１０時～ 

     ② 場所：東行政センター３１会議室 

     ③ 内容：１年間のまとめ、令和６年度の活動計画について 



令和５年度第５回東区協議会 地域福祉委員会 活動報告 

日 時 令和５年１２月６日（水）１０:００～１１:４５ 

会 場 東区役所 ３階 ３２会議室 

出席者  岩井 正次、小栗 恭子、栗田 孝代、清水 猶、高林 直子、田中 美代子 

（50音順・敬称略） 

鈴木 誠隆 社会福祉課長、鈴木 和紀 長寿保険課長、北村 聡 健康づくり課長 

事務局  石田 麻奈美（東区区振興課） 

 【小栗委員からの資料提供】 

   ・一般社団法人学童保育リョウマクラブのしおり 

（１）放課後児童会について 

     教育総務課 鈴木 健一郎 学校・地域連携担当課長、橋本 啓司 放課後対策グルー

プ長にお越しいただき、「浜松市の放課後児童会について」との内容で、別添資料に

よりお話いただいた。 

   ＜主な質疑応答＞ ※Ｑ：委員（意見含む）、Ａ：教育総務課 

・Ｑ：各種課題の解決に向けた委託化であることがよく理解できた。エキスパート

の地域巡回は、すごく良いことだと思うので、ハード整備とともにソフト面

での研修も引き続き充実させていただきたい。 

 Ａ：児童会の先生からテーマの提案があり、専門家に研修をしてもらった事例も

ある。また、校長先生からの提案で、「いじめ」についての正しい理解を、同

一事業者が受託する範囲の全児童会に周知・啓発したこともあった。今後も、

受託事業者が自ら用意している研修ツールとともに、現場の声も反映された

研修が実施されることを期待したい。 

・Ｑ：親は安心なので児童会に行かせたかったが、本人の希望から５年生で児童会

を辞めた子の話を聞いた。本人は児童会自体が嫌なのではなく、低学年のリ

ーダーとしての役割を求められるのが負担だったようである。本を読んだり、

ひとり静かに過ごしたかったようだ。 

Ｑ：低学年の親からは大きい子にみてもらえてうれしい、高学年の親からは小さ

い子をみる習慣がついてうれしいなどの声もきく。 

Ａ：児童会としては縦のつながりができるのはいいことだと捉えており、放課後

児童会の育成支援の目的にも合致しているが、感じ方はやはり子どもによる

と思われる。 

・Ｑ：現在、類似放課後児童クラブとして補助金をいただいており、とても助かっ

ているが、補助金だけでは給与を賄えないため会費をアップした経緯がある。



先日、久しぶりにバザーを開催した際に、子どもたちがとてもよろこんでい

た。夏休みなど長い時間を楽しく過ごすため、子どもをよろこばせるための

研修などをしていただけるとありがたい。 

Ａ：支援員のみなさんが同じ悩みを抱えているというのは認識している。インタ

ーネットで「はままつ人づくりネットワークセンター」と検索していただく

と、夏休みなどに活用していただける講師派遣の講座がご覧いただけるので、

活用していただければと思う。 

・Ｑ：３年前まで育成会方式の児童会で支援員をしていた。これまで、学校との連

携によって体育館、夏は小プールをお借りしたり、非常にありがたかった。

最近は支援が必要なお子さんが増えているため、支援員もそういう勉強が必

要だと感じる。親御さんの理解も必要。県の研修は、原点に戻る意味でも必

要で、受講してすごく良かった。 

Ａ：（運営主体は変わっても、支援員さんたちなど）委託化しても見た目は変わら

ないのが、理想。支援の必要なお子さんについては、座学よりも実際に一緒

に子どもを見て欲しいとの声があり、各運営事業者は専門家の地域巡回など

を実施している。親御さんの理解があれば、未就学のうちからの療育で差は

埋められやすいが、療育に対して抵抗感を感じる親御さんもいる。 

・Ｑ：私たちの類似放課後児童クラブは、学校との連携が取れていない。 

 Ｑ：放課後児童会が大きく変わるこの機会に、学校に働きかけて、お互いに話し

やすいきっかけにしたらどうか？現地確認はするのか？ 

Ａ：類似放課後児童クラブと学校との連携の問題は、課題として認識している。 

Ａ：市が委託者になることで、これまでよりも現場を見られる立場になる。今後、

新たに委託化となる全ての児童会を受託者と訪れ、現場の先生方や学校との

顔合わせの場を設けていく。 

・Ｑ：私たちの類似放課後児童クラブは、学校の児童会に入っていた子が、入れな

くなってきている場合が多い。高学年は毎日の利用ではないため、会費は利

用日数に応じていただいている。 

 Ａ：夏休みなどは、午前中だけなど多様なニーズがある。大学など、職員向けに

独自にお子さんの預かりを実施しているケースもある。今後は、民間活力の

導入促進にも取り組んでいく予定。 

・Ｑ：委託とは、市から手を放し、民間に任せるということ。良く聞こえるけど、

全てが良いわけではない。本来は市がやるべきこと。最終責任は市が持つと

いいながらも、民間はあくまで経営の視点から運営するので、市が相当関与

していかないといけない。その点は、気をつけて見ていってほしい。会費の

8,000 円についても、国の想定する負担割合と比較すれば安いくらいなのかも

しれないが、市独自の政策としてもっと下げる努力をしてもいい。会費を市

内一律にして、よし、ではない。３年後に、プロポーザルに手を挙げる業者



がいるか、手が挙がらなかったら？そこまで考えていただきたい。 

 Ａ：委託化にあたり、社員（支援員等）からの相談は受け止めるようにしている。

声があれば、その都度、状況を現場に確認していく。

 Ｑ：保険料も高い、給食費も高い。目先のお金を安くすれば、子ども施策になる

という考えもある。 

Ａ：条例改正もできるので、３年間モニタリングをしたうえで、変えられるもの

は変えていこうと思う。 

（２）次回開催について 

     ＜第６回地域福祉委員会＞ 

日時：２月５日（月）９時３０分～ 

場所：東行政センター ３３会議室 

内容：（１）今年度の活動の振り返り 

   （２）次年度に向けて 



令和６年１月３１日 東地域分科会 

令和６年浜松市はたちの集いの開催報告について 

東行政センター 

１ 目 的 

地域の人々の温かな祝福により、20歳の節目に改めて大人としての責任を自覚し、社会に貢献し

ようとする気持ちや、郷土愛と周りの人々への感謝の思いを育むとともに、地域で青少年を健全に

育てようとする気運を一層盛り上げる。 

２ 背 景 

平成 13 年 1 月より「地域で新成人をお祝いする」との趣旨のもと、地域分散方式で自治会を中

心とした実行委員会を組織し実施している。 

なお、成年年齢が18歳になった昨年度から式典名称を「はたちの集い」とし、引き続き20歳を

対象に式典を行っている。 

○実績 令和６年（令和５年）  東地域開催５地区参加率  79.3％（前年75.1％） 

            全市開催４３地区参加率   79.9％（前年78.2％） 

３ 内 容 

  日 時：令和６年１月７日（日）  午前10時から 

（蒲・佐藤小地区：午前10時30分から） 

（積志地区及び和田・中ノ町地区：午後2時30分から）

主 催：各地区はたちの集い実行委員会 

  対象者：平成15年 4月 2日～平成16年 4月 1日までの生まれで、以下のいずれかに当てはまる人 

（１） 浜松市の住民基本台帳に記載されている人（外国人住民を含む） 

（２）（１）以外で、市内の小・中学校または高等学校などに在籍したことのある人や 

市内に通勤・通学している人で参加を希望する人 

○東行政センター内会場等一覧                 ※参加人数・参加率は速報値 

地区名 中学校区 会場名 対象者数 参加人数 参加率 

和田・中ノ町地区 天竜 
浜松市総合産業展示館 

北館4階1号ホール 
234人 196人 83.8％

笠井地区 笠井 
笠井協働センター 

2階ホール 
142人 122人 85.9％

積志地区 積志・中郡
サーラ音楽ホール 

（浜松市市民音楽ホール） 
434人 338人 77.9％

長上地区 与進 
浜松市総合産業展示館 

北館4階1号ホール 
234人 183人 78.2％

蒲・佐藤小地区 丸塚 
サーラプラザ浜松  

4階サーラホール 
239人 178人 74.5％

合 計 1,283人 1,017人 79.3％



令和６年１月３１日 東地域分科会 

（参考）令和６年１月７日（日）はたちの集いの様子 

和田・中ノ町地区                  笠井地区 

（浜松市産業展示館北館４階１号ホール）      （笠井協働センター） 

積志地区                     長上地区 

（浜松市市民音楽ホール・サーラ音楽ホール）    （浜松市産業展示館北館４階１号ホール）

蒲・佐藤小地区 

（サーラプラザ浜松４階サーラホール） 


